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1
本日の内容

1. CNに向けた電力システムの検討課題の全体像

2. NWの広域化・分散化について

2.1 NW広域化

2.2 NW分散化

2.3 NW広域化とNW分散化の整合

3. 電力需給構造の変化への対応について
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1. CNに向けた電力システムの検討課題の全体像
2

【系統制約】
連系線+全国基幹系統

kWh kW ΔkW

非化石 BL

地域間連系線・基幹系統 分散系統

東京エリア 全国

他エリア

【系統制約】
分散系統

整合

広域的な電力市場

混雑管理

課題 短期需給の分析・評価

ノンファーム

混雑管理
整合

(ｽﾗｲﾄﾞ6,7）

需給構造の変化
整合

(ｽﾗｲﾄﾞ3,4)

課題 分散リソースを活用したNWの効率的な形成課題＿広域的な系統利用とNW整備

整合

（PV、蓄電池、DR、電化等）

NW広域化 (ｽﾗｲﾄﾞ5）NW分散化

分散市場

(ｽﾗｲﾄﾞ8）
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PV 風力

北海道 710 1700

東北 2000 2500

東京 6200 710

中部 3000 330

北陸 510 240

関西 2500 240

中国 2000 240

四国 730 280

九州 2800 1600

合計 20400 7800

需要

北海道 400

東北 910

東京 3,600

中部 1,600

北陸 310

関西 1,600

中国 1,000

四国 310

九州 1,100

合計 10,800

導入量(万kW)需要(億kWh)

送電量
120

発電量

需要

2.1 NW広域化（１）

 将来の不確実性を考慮したシナリオ設定と広域的なNW形成

 国民負担最小化に向け電源とNWの一体的な評価

3

ポテンシャル※1に
対するPV導入率

連系線分断率

凡例

ポテンシャル※2に
対する風力導入率

全国の需給バランスと地域間連系線潮流状況の一例

 公表情報から、基幹系統で8760
時間のフローベースの計算を1時間
単位で実施

※1再生可能エネルギーに関するゾーニング基礎情報（環境省)を使用
※2NEDO公表の洋上風況マップ(NeoWins)を用いてポテンシャルを算定
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2.1 NW広域化（２） 4

 ノンファーム導入により系統混雑
（電源抑制)が今後顕在化

 地点別限界費用（LMP)を導入す
ることで経済優先のNW利用を実
現しつつ、混雑状況や再エネ抑制
状況の定量評価・可視化

（公平性・透明性の向上）

【広域系統計算結果（LMP）の一例】

高

低

LMP

凡例

潮流混雑により
値差が発生

 公表情報から、基幹系統で8760時間の
フローベースの計算を1時間単位で実施
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2.2 NW分散化

 PV・電化の進展から配電NWにおける混雑が顕在化の可能性

 配電用変電所レベルで需要（電化）想定や再エネ（PV）導入想定に基
づく8760時間（1時間単位）のフローベースの需給・潮流分析も必要

 分散リソース（DR・蓄電池など)を活用したNW形成

5

東京エリアでの配電用変電所混雑想定の一例

凡例

逆潮流
混雑

順潮流
混雑

 公表情報から、配電用変電所毎に将来の需要・PVを想定
 1時間単位で配電用変圧器の逆潮流による運用容量超過

を判定し超過地域をマッピング

66kV

6.6kV

需要 PV

順潮流混雑
※需要へ送電する潮流が
設備容量を超過すること

配電用変電所の混雑

需要
PV

逆潮流混雑
※PV余剰の上位系への送電
が設備容量を超過すること

6.6kV

66kV

配変単位の想定
（1時間単位）

変圧器 変圧器

DR蓄電池
分散リソースの活用
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2.3 NW広域化とNW分散化の整合（１）

 NW広域化とNW分散化の整合は重要であり一体的な分析・評価が必要

 基幹系統～配電用変電所まで系統を模擬して8760時間（1時間単位）の
フローベースの分析・評価が必要
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配
電
用
変
電
所

1

次
変
電
所

需要 PV EV

基幹系統

他
エ
リ
ア

LMP A

LMP B

LMP C

LMP D TSO領域

DSO領域
＝配電ライセンス

地内系統

LMP E

NW広域化

NW分散化

整合
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2.3 NW広域化とNW分散化の整合（２）

 LMPを用いてNW全体の混雑状況や再エネ抑制状況を定量評価・可視化

7

平均：7
最小：5

平均：7
最小：0

配変A 配変B

平均：8
最小：5

平均：7
最小：5

66kV送電線
順潮混雑

混雑

配変C順潮
混雑

平均：7
最小：5

66kV送電線
逆潮混雑平均：8

最小：0

平均：8
最小：0

平均：7
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平均：7
最小：5

平均：7
最小：5

混雑

平均：8
最小：5

500kV

154kV

275kV

154kV
275kV

154kV

154kV

154kV

【NW全体の一体的な評価の一例】

平均：7
最小：5

 公表情報から、基幹系統～配電用変
電所で8760時間のフローベースの計算
を1時間単位で実施
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3. 電力需給構造の変化への対応

 足元での需給を継続的に把握することでCNに向けた需給構造の変化を
捉え、需給運用の抜本的・継続的なカイゼン、安定供給とCNの両立
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需
要

供
給
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予備力
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予
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象
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【課題】需給変動量の増大①②
リスク管理としての
確率的アプローチの導入

【課題】再エネ電源の増②
残余需要（需要ー再エネ電源）
による需給バランス評価

【課題】調整電源の減少③
停止量の継続的な確認と
調達量への反映
（容量市場など）

変化に追随する
柔軟な発想と仕組みが必要

⇒

⇒

⇒

想定される課題と対応例

経済DRなど需要側対策の強化


